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地域おこし協力隊による事業構想プロセスにおける

リソース・ネットワークの構築に関する一考察

ー利府町地域おこし協力隊GoodMovementの事例から
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This slud)・ discuふ esthe implementation syslem of the Local\~italizali on Cooperator pro_1ect 

叫 led"Good J¥lovemenl" that is taking place in Hifu. Miyag・i Prcfoclure 

In ・lapan tlw （いliningpopulntion. d0clining birthrnt0. nnd nging pnpulntion ns w,ヽllas thc 

conc0ntrntion ofp0opl0 in rnotropolitnn ar0as ar0 1wrc0ivod aR iRRUl'R. Th0 "Local Vitalization 

('ooperator system lぺsprPadingas one poべsibleRolution to th匹 eisRueR under the present 

cn・t・um汎ances.One assumed career palh for Local Yilalization Cooperalor is lo slarl a 

business to "permanenlly sellle and become established." 11hich is Lhe project aim. ¥¥'ith regard 
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Moreo¥、Cl:lhc“(Jood ]¥Ioヽumunl"provides opporlunilies for regular communication among 

business slalrnholders. such as regular meetings. group lraining・s. and individual interview,.;、

（・ClltorC(lon crcating a hnll tい(—l ronlpany |9'urthcrnlorc. a syst(,Ill oxists tbr，ヽa9‘ll])roj9‘rt to 

receive advise from experts with specialized knowledge and know-how in their respective 

fields. Through these mechanisms, a support system has been established for the cooperators' 

project conceptualization process. 
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はじめに

l．地域おこし協｝］隊制良における起業の位四付け・

近斤，地］＇」部J)人口減少・少」＇高齢化J)進 I具や．大都市固へU)人口隼l1 1が＂l|ばれて久しし',こ

(J)ような状況下ての課題鮒決箪りつとして，総務省が所や，ずる―}也城おこし協力隊」祠度が1ム

かりを見せている。地域おこし協））隊は 2()()9任に削設された制度て克り，噌囮古地域から過疎地

域等り）条1'1小利地域に（［民訳を屁動し．生；舌0)拠点と移した者"/:'.地．）＇」公几団体が「地域おこし

協力隊目ーとして委嘱 隊月 1上一疋肌聞地域に居itして，地域ブラントや地揚I9,1'品0)開茫・

阪クし． Pl{勺の地域おこしの支援や、農林水産業への｛疋土、仕仄の生活支になどの 「地域協力活

動ーと行し；なから、そJ、)地域へり定且・定石を凶るー（総務省， 2023a)/J也策てある C 地域おこし

協力隊口（以下、―協力隊口＿とずる）の契約ば年度更祈てあり，（「間は最人て：；年てある 2()2:i 

年度には仝I叫で 1,161の地方公共団体か丈施し 7.200人か1点）J|蒙旦として従巾して＼ヽる：さらに

認務省ては 202Gff度には単汀度て 10.00()人とする日1票を褐けてし；る「

地城おこし協力隊の事業匪旨にある-.Jピ什・ ‘IL［しに向けては．キャリアのぺ）として 1窃力隊

旦に上る起茫か想定されて＼ヽるこ {1則終［後のキャリアに関して総務省では，起業を希望丁る I)蒙

日に対する文長メニ．ゥーを充史させてし，る。具体的には．起染・可染7其韻に＇及＇する祥苦りよ投，

専門家によるビジネスフランの指導を行う―地域おこし協力隊ビジネスサポート事業」魯てある

他）＇i,この起業に関して，総務白か茫行している地域おこし協）j隊の募庄・受人れに係ろハン

トブックてぱ，喜汀拉）疋忙や起染を口的とするケースも敗見されますが． I泳日(,'.)定忙や起染は，

地域協力活動を通して隊目が構憂した地域との仁頓閃i系，担い，愛宜なとの績果（あくまてら闊ll

次1ド」なもの）と捉えるべぎものてす。J―ょデは地域と隊員とかお止し 4に課迂やH｛票を以有しな

がら地域づくりに以り組んでし．，＜ことができる閲境をつくっていくことが…北です，」（紀務省，

202:lb : pp.21) とit，己を促してし；ろ

方で，近年ては募庄要唄等に「起業輩」と叫Iった制）文連用も仝IエIて散見されろ。 2011午に

地域おこしt屈力隊J)受入日治体と）、し房青に係る地域＇及＇什が緩和されたことて，胴払 Hりには制ぽ蒋

入自治体の増加と多仕化か進屁した（森谷・中沢・付恥・（「々木，こ()2:})つ合わせて，沼力隊□0)

増加・多様化も進払にする過程で．各杜メディア等を追して受人地域の栢幸IJ.や鷹）J隊員の体験談等

叫胄恨が允更し応克芦の心理的．ハード）レり低下か進んだことが示唆されてし）る（田11. 2urn) 

その上＇）な状況にありなからら先述した右ロ卜かりの人数 Hf門もおり，｝丘仕ては協）J隊員の人材

確呆か課亡となっており．起孔に対する文悛か整枷されてき九こと．i也日治体り）地域おこし嘉）J

隊Jルド人内容とり芹りIJ化J)必＇及'•I牛か増してきたことが「起染刑」Q)白5位）一囚として苔えられる

そのほか，芹Ill政枠卜での I判しい資木字表」にスタートアソフヘのI!5:息支拉か悩り込よれるな

ど．近午の起茉を孤進する施第山での湖流の影苦もあろう。

I ~]から，実際J)制宮述m にわいては．地域わこし閲力屁は地J戒責源を活用した厄i央見事よ閲免

の手段としても則待を圧めているといえる．3 しかし，起業をよ現しようとする際にit，その前

段閣として地域J)関係者とJ)伍粛卯閑係U)情築や謀む・tJ•I票を且有していくフ~ロセスが 1ヽ n」欠てあ

り，募集時点で「起業型」を謳う場合でも事前に関係者全体で共通認識を持っておくことが必要

だといえよう。

2.先行研究と本報告の目的

本稿で主題とする地域おこし協力隊に限らず，移住者による起業は「移住起業（創業）」の言葉

があてられ，研究の蓄積が進みつつある。

まず，移住起業（創業）に関する研究について格理する。桑本 (2021) は2020年に実施した

移住創業者を対象とした全国的なインターネットアンケート調査の結果から，移住創業の実態の

一端を明らかにしている。同調査からは移住創業者のうち，都市部で起業した者が 7割弱を占め

る一方，都市部から地方へ移住した起業者は 5％程度であること，地方での起業者は Uターンの

ような形での移住が多いことが示されている。さらに，現在の地域に「なじめている」と感じる
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起染者り）＇」がそうてはない起染打よりら命如白 Hりな満足度が高く．可染り絹続に1日けた文援を必＇及＇

とする召は削業‘Iiりよりも増えたことか叫らかにされている 3 加えて，同アンケート凋斉を見に

移仕者を受人れる地域仕民の観克を踏まえて分析した桑本 (2022)では，地方行I；の仕民は移仕剖

茉り叩IIによって地域経済J)活I生化を罰、＼しており大‘にが移/j削王者り）受人れに好忍Hりであるこ

とか6(i'謬された" ・;また，移什行ll業した事業のハフ A―ーマンスば移什先地域との閏係付か只奸なば

ど‘、高まる傾向に屯ろとされる。

加えて．充j具的に．移i干創業を関係人11論と関連つけて論じた平井 (2()山））ては．移什倉lj染の

：｝つの事例のケーススタディを(lった卜て，移什削業召とその周聞の人々による地域の将米像の

l莫索と試行錯誤から地域のよ束のJ瓦望を以有する場が関係人ログ）動悲には 1ヽII」久であり．その屯

北＇件を指横してし）る，

さらに移仕居哭をめぐる貝（本的な事例研究として，＋11|(2()2())は北海迫東川Ill]における飲食

店の移仕起孔に石日し，移仕起業者の内的北囚と 1llj町の外1・1り」＇及＇因について考寮している C とりわ

け外Hり＇及囚てば行政り也策をはじめとする討度 Hり戻瑳と役坦J)担当者や地域おこし協力隊向エ公

によるインフォーマルなサポートの存在が碕誇されてし；る。また，ー！［I車県）1波條山市を対象とし

て移仕起朱の地辿的立地条件を主匙とした百JI!.中塚 (2020)℃ば， 般的に起業に有利てない

農村部ても起菜がなされてし：ることを明らかにしてし，る さらに．同じ著者らによっズ．同1|i紅

什地1メの移仕起茫古らの色向（こ晶つく庄柏形成のメカニスムか小されており，物（牛と移什希望吝

とマッテングする仕祖みが存任してしヽることか集硝） 1，う！］い）＇及＇因として心へられている。そして，

起土集柘があることて後眈りポ菜省が開/,'1感を拉って移什を果たしてきた傾回が捉えられてし，る

（谷川・中J封¥,2021)ー ト記の他，訓叫県阿伊旦IIITにおける移仕起業古と地域仕仄とのトラフル時

も古めた関係性につしヽて諭した往・枷停 (20叫）が確認てぎる，

次t，で．移1丁起染U)よ援に関する仙冗として．同井・付久1昔I・ 詞（2（)に）は、移什げによる牛

活の侃としてのなりわいの役得に盲Hし，その地域への門わり方の局叫の，つとして，起業をi立

置付けてし〗るつなお，それ以外の局山として．体験．irJ I修・就，業・継，土を争けていろ。その上で，

移行督(})なりわし；づくりを文えるモデルとして，ーなりわし；つくりを（足ずflかけ――軌迅に乗るた

めのサポート」 -I|常の連閏へのサポート＿というプロセスを捉／いしている(f肖丑・高・什久間，

201」)。さらに，小塚・谷川・）「筒 (2020) Iよ□内有数J)起呆集手責地てあるlmJ山県西梁臼村を市

例に取り l9［九起菜の述民が発牛ずるシステム(})要点として，りに面人材と資本を取り込，なながら

自冶にか有丁るリソースをアウトソースして民間企茉を肖こその1）出塁を生み出していくことの

更閲性か示されている，そJ)-)]て．史なる起¥:u)促進や地域の総白約な発瓜を見越した上ては，

地J:戊仁民や既化事菜召と叫n汀よ援ネノトワークは/7後り）課題として干けられている 同柚に，

叫I井・り見・饂」井 (2020)は．」［沖県）‘j；劇叫 l市の土i夕IIから移仕起茫のサポート丈悲を分析して

いる＾具体Hりには行政や阿丁公が受託する起／［家よ援窓IIi'中心とする文援り）みならす．民間U)

起業文t及者ネノトワーク(})仔(1が捉えられてし三ぃそして，そ(})音[it同地J或内での起業者， I,,

わは先革起茫者てあることが雁闊てきる c

このように，移住起染(/)夷態やその辰開可能性のほか，具体的な事例研究を迪じた移住起茉())

成立要件，支援体制の要点について徐々に研究が蓄積されつつある。その一方で，一連の研究に

おいて，事例の一部は地域おこし協力隊あるいは協力隊員の卒業者であるが，地域おこし協力

隊事業を主題とした研究は管見の限りない。とりわけ冒頭に述べたとおり，「起業型」の特性を有

する地域おこし協力隊の募集も昨今では確認できるが，協力隊員の事業構想プロセスやそれを実

現するための体制を題材とした論考・報告も確認できないのが実情である。

なお，不確実性や複雑性といった特徴を持つ成熟社会で有用な事業構想プロセスとして「プロ

グラム・プロジェクトマネジメント（以下、「P2M」とする）」という体系が提示されている。 P2M

は，QCD(Quality, Cost, Delibery)をはじめとする個別の目標が設定された「プロジェクト」

と，それら複数のプロジェクトを総合する「プログラム」の 2つの次元で事業をマネジメントす

る手法（吉田・山本， 2014)であり，地方部での課題解決事例の検証等にも用いられている。

以上を受けて本稿では，宮城県利府町で地域おこし協力隊制度を活用して実施されている
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「GoodMovement」の実践事例を題材として，協力隊員自身の事業構想プロセスの実現化に向け

た体制について報告する。その際アントレプレナーシップ（起業家精神）や P2Mに関する既

往研究を枠組みとして体制面の特徴を明らかにする。「起業型」等の制度設計・連用の際の一つの

参照点となり得ることが本報告の実践的な意義である。

利府町地域おこし協力隊 GoodMovementの事例

L 宮城県利府町の概要

利府町は宮城県の東部に位置し，太平洋に面している。仙台市宮城野区のほか，松烏町，塩竃

市，多賀城市，大郷町，大和町，富谷市に接している。 面積は 44,89趾である。町内にはJR東

北本線の支線である利府線の新利府駅と，終点の利府駅のほか，JR仙石線の陸前浜田駅がある 。

また，仙台北部道路の利府しらかし台インターチェンジ，仙台東部道路の松島海岸インターチェ

ンジ，利府中インターチェンジ，利府塩釜インターチェンジがある。仙台市内からは自動車で 30

分程度でもあり ，多方面からのアクセスが比較的容易な地域である。また，大規模な団地を有し

仙台圏のベッドタウンと しても機能する一方で，県民の森や，日本三景 ・松島の一角をなす海，

特産品である梨等の自然資源も有する。

図 l宮城県における利府町の位匿

1889年に町村制が施行され，9の村（神谷沢村，菅谷村，飯上井村，沢乙村，加瀬村，利府本

郷，森郷，春日村，赤沼村）が合併し，利府村が誕生 した。そののち， 1967年 10月に町制が施

行され利府町が誕生した。利府町の総人口は 1970年から右肩上がりの傾向にあったが， 2015年

から 2020年にかけては微減となっている（図 2)
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図2利府町の人口推移

（出所 国勢調査より籠者作成）
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ウ
l 駈わし，削出を口的とした地域おこしt腐力隊J)考入経緯

利 1付 Illl における賑わ I」；弁I]出を H 的とした地域おこし協力隊の導人抒糾を以卜.に／jいず＿~なお，木

坦の叫込にあたってぱ．利」府町役場における4＼車党の前担叫者 2名及ひ叫担コ者 l臼へのヒア 1)

ンク皐』1具 (2()24り5月山）口実厄）から1,I成している^

本中業埠人(}.)瑞緒こIi:. Ill Jにか認謡してし；た，町民か干．体となる活動の槻連龍成とそこに灼ず

る町民と自治にとのつなさ役の必斐性かあった。そんな折｀、8J成1菜l|j川町では1111!菜の目的で 30名

和度(})地誡おこし閲力隊を活用したフロシ＼9,:_ クトを1凶開してしヴ 回市染は各）」面りメアイアに

も敗り卜けられるなど，特色ある事業てあった， 2（)22年 8月に川に日らも壮いて戸」日川地域お

こし 1茄）j|泳の活動を視察し，複数プロシェクト・大人数による地域おこし 1窃））隊事土の IT」能性か

見出された~，それと日閲に，具体的な市染設計においては，

ントに係る負担か人ぎいとし；う懸合ふ巨治体内部て挙けられ，

且［ （プロボーサルカ人）とすることが決定された c

い沿体による盾t久i-f用ではマネシメ

仄閻からの合仙it兄条による業倍委

:1, (~ood l¥lov0m0ntのHII念とtt既要

上叫の企訓提条によって利1付町地域おこし協）J隊のマネシメント事業を受i［したのは，t＇ rcalC

(•om pam 株式公礼（代表取託役ド［に楊宏伯，：以下―rreale (‘(lmpan.¥9」とする）てある (•reale 

company li: 2()2()行に削業し束以部中央Iメ（こ木ttを構える伶兜てあり，ネ十員は（；怜て克る (2()2l

年」月4、時点） C ―輪をつくり，帖を拡けることて．和をつくる⇒をフイロソフィーとして掲け，

地）＇直 lj牛をばじめとした井半i半／しやまちづくり・ 1ベント連貨のほか、東爪部内て0)飲食店連貨

支援，ベビーシソクー事業を展聞して I,,る。また，利府11|J地域おこし協）j隊土茫の受］［後にii:|11|

町内にオフィスを設けた c

水市染をiて担当するり）は，tI長他2名（万仔て従打）し：ふ：｝名てある（そJ)他に 2名もサ

ポートで1叶半茫をiH‘Ii)こそして，この：｝名は1nl了士の削業メンハーであり，前恥で1nj伯てもあろ。

このことに加えて．サポートで関わる他の 2臼も l11Jt上の各々りメンハーと長「に渡り車孔．；舌勅

をともにしてきたメンバーである，：なお．同〖 1- (J)ti目は仝目起業枠験者もしくは個人事業下の経

験があるか，サポートを合む地域おこし 1召）j隊の事茫jH‘Ii打，う名のうち叶長を合む 2名は起業腎

験者、 3名は個人可呆二J)経快を有している，ム市朱0)マネシメント（本祠や［窃）」隊員に対する文

援叫1帝且なの構築にあたってば．起染経験者がHらり砕険から天感した．起染に向けた事よ惜想

に必安たと考えられるl戻能を反映した：その］「it:11|につし；ては後述すろ。

WJぱ．）し創出企日的とした利府町地域おこし誓）」隊は、町民・ロ沿体恥日・地域おこし協）J隊・

地坂活111化起業人が関わり合って小さなことから始めながらら， いーゲれは又化となり利j府[Il|から

プロジ上クト仝体に対して (}0()(— l

フ~ロシェクトり）存仕己義と―ネ上公

町内外に良＼＼影習を与え紬けられる紺祗を日指して，

Movcmcnlとし」う名村が付けられた， Good]¥Iovemenlでは，

起業叡）市出」と設疋し，ヒジョンとして―2():}()4-,東北に行会起業家 l()()人のプラソトフ A -

ムを作る＿ことを掲けていろ。これらの背景には 111!吐J)メンハーの経験に晶つく， 東北地方や

次世代に貝献する仕事への想いかある。具体的には，文店経済の性格か強い東北地力において，

チャレンジの文化を醸成したいというものである。

Good Movementは 2023年の 9月から開始された。協力隊員の募集・採用活動を経て第 1期

生は 8名でスタートし， 2024年 5月末時点では 14名となっている。最終的には 20名まで増貝

することを目標としている。なお，各協力隊員は個人事業主として createcompanyと業務委託

契約を結んでいる。

4. Good Movementにおけるチームプロジェクト

Good Movementでは、 2024年 5月末時点で 6つのプロジェクトが設定されている。その一覧

を表 lに示す。

ここで示した 6つのプロジェクトは createcompanyによる企画提案に示されていた。同社で

は本事業の設計にあたり，「日身で考えて動ける」という社会人基礎力を備えて起業できる人材を

062 
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育成することと．そ(}_)ような人材を東北て増やしていくことを面似していた，そして，冑茉(})'I牛

質卜， l心勢青の危くば起史の桟会を求め、ふ人材， □し；控えれは、事業構想に閃して必すしも熟逹

してしりなし、人Hであると想定された。そのため｀ プロシ,]_クトは完仝に日紙からの人タートでば

なく、一疋りコンセプトや枠組みを示す必＇皮があること、かつ l名てはなく複数名て以り傘廿むテー

ムプロジェクトの形態を晶木とすることか竿まししシと考えられた C 複数名のチームを単位として

投数のプロシュークトに収 1)紺むという構想は，先述した「20:10予東北に社会起定家 100人のフ

ラットフォームを11いる」とし；うビションにつながるち U)てもある c

表 1心）（）（l＼I()¥('rnじnlのフロジェクト一覧

プロジ丁クト 慨兜 ・)1らい 閲員数

特幸品可を活用した祈商品サ廿光をし，キソチンカー＇や]<;('サイトを活用し

農業kt足
て販九十る 申東を己してi」[rこア」農求コミニニ、プ．1'の構染や、晨家ブ）ン

ティングを行うことて科］府町の関家の｝店）」を更こ向卜さピ．特I}i品の1Hい
Cr ) 

手不足解洟を目指す

町にか自ら考え，こしに必要なアクションを包こして＇イ〉ろ状態にするため

イヘン 1ヽ にぱ，町尺かnっ‘イヘントを放葛く(,1I) Iiうズ＇・ 9ンる状悲か必妥たと考え， ：：： 

そ:i)指1偲どして、斗閏 mi牛し）（こき，i)し、イヘン）ヽ 0)開催を日指干。

心）（）（l\ I()\9c•m(•nl 9)l|又iHみや，利府町り凰J), 1寺に町し）産羨や{+尺古含め

フ）ンデ1ンク
たチャレンシャーの活動を了ti言し，｝、々J)碑昧だ引きつける 池戌；心110)

新たばモテルとして社会に人ぎtょインハウトを残し，さよさ~よな池J戎課坦
こ

J)解決へつなけろこどを目指す

刊府町の舟かな目慇や科］府町の持！；（品である「19、ljl行梨 を活）IIしにアウト

トアサウナを＇~)くり，地域賢済り活件化を相しヽとす乙 打者を中心に人気

サウJ か1ムかりつつあるアウトトアサウ）を辺じてまちに巳力ある）竿文を{-I［た 呂

に'1→、!;-出すことで、富城県のベノトクウンである刈1付可か臣える若．打の転

:I :L）多さを町い）：す7Jこどを目指す

スポー・ツ
スホー、ツによるよじつくりを推進する利府町にて、連勁教字・野式を中心

に人ホー、ツに閏すろJI叉り組みを柏進するプロジ上ク）、
2 

肌[LI以Iか車咬悦ご以るようこなコ／こ昨今，「J： < LIl＼訊る町 の惹｝」をもつ （） 
眠紅ろ町

利府1R」をメティアを辿してフロ 2：：ーン 1 ンするフロン上ク）‘o （注 2)

（出所 I-;()()(l Mo＼（・lll9‘lll (2()2 l) を参考に亜者作成）

it l) 譲日放は 2()ど4年 5月却、il)以

注 2)2021叶(jI-J-7 J-l以降iこ：｝名を委咄予疋

個々 U)プロシてクト(J)日｛本的な内容0）検討にあたっては｀卜lj府ID|J)総合計圃を証jメ込んだほか．

地域什仄や自治体恥員に対するl::アリンク，料fい教字を兼ねたワークショソフげの場つくりを通

じて関係者U)戸を集め｀叫立を呼理していった，そ叫叫且、［として 9 - l()-20代り）転出応lwJかり出しヽ こ

と＿「滞（lするコンテンツ不足」了lj府梨り）伐培面栢が約 5() 年て半分以下になるなど，］、If)，＇『品の

但．；手1サ 亡 の 3点に住豆を甘てることとした。これらの利）付町の課芯と｀ ビシ 9•f・人としての展

開可能性，そして createcompanyの支援可能な領域を掛け合わせる形で，具体的なプロジェク

トを設定した。なお，「ブランディング」と「イベント」は各プロジェクトに共通して必要な機能

として，他の全てのプロジェクトを横断する形で設計がなされた。

5. Good Movementにおける各主体間の関係性

Good Movementにおける各主体間の関係性について，まずは，利府町役場の関わりを中心に

見ていく。事業の初年度であった 2023年度は，役場の担当課である秘書政策課と createcompany 

で本事業に対する意識合わせを行う必要があったことから，定例ミーティングを毎週実施してい

た。また，その場を通じて協力隊員と庁内の他部署との連携が実現されていった。ある程度プロ

ジェクトが軌道に乗ってきた 2024年度からは， 2者による定例ミーティングは月 1回としてい

る。加えて，協力隊員と，担当部局の部長・課長との面談も実施している。
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協力隊員の採用にあたっては， createcompayが主となって進めつつ，そのプロセスの中で役

場職員との面談も実施している。また，着任後には町長や部長によって，町の概要や歴史，まち

づくりの方針のほか，個人としての仕事の向き合い方等についてレクチャーが実施されている。

協力隊員による活動報告は四半期に一度実施されており，プロジェクト毎に部長・課長に対し

てプレゼンテーションを行なっている。とりわけ年度末の活動報告には，町長・副町長・部長が

参加している。そのほか，農業支援プロジェクトでの新商品の試食会や，町内イベントなどを通

じて，協力隊員と町長・副町長は顔を合わせている。

協力隊員と createcompanyでは，プロジェクト全体の定例ミーティングと各プロジェクトチー

ム毎の定例ミーティングを週 1回，事務所での食事会を月 1回実施している。そのほか，スポー

ツイベントや，後述する専門家による集合研修の機会を適宜設けている。なお，各プロジェクト

のチームにはリ ーダー等の役割・役職は特段設けておらず，チーム内の協力隊員間はフラットで

対等な関係性である。

加えて， createcompanyのメンバーにおいては， 起業を志す者としての協力隊員の自立を目標

として多面的に関わりを持っている。社長を含む起業経験者の 2名は，起業家の先輩として，事

業化の観点から， 自身の成功体験のみならず失敗体験も含めたアドバイスを協力隊員に対して実

施している。とりわけ社長は毎月，協力隊員全員と個別面談を行っている。もう 1名の担当者は

コーチングを学んでおり，主に集合研修の組み立てと各協力隊員との個別面談を実施している。

個別面談においては，月間計画のふりかえりを主たる目的としつつも，協力隊員個別の悩みに対

する傾聴等も含め，各貝の状況に寄り添ったコミュニケーションをとっている。また，事業の立

ち上げ期においては，一定の軌道に乗るまでは createcompanyのスタッフもプレ イングマネー

ジャー的な立場で協力隊員とともにプロジェクトの推進に取り組んでいる。

他方， createcompanyでは，協力隊員による事業構想のロードマップとして，図 3の概念図を

暫定的に示している。この図によると，まず着任後は，「専門家のリアルな知識と起業のための伴

走支援」を踏まえ，既存の事業に半年取り組むことで， 「プロジェクト推進とビジネスモデル構築」

のフェイズに達する。その後，継続して既存の事業に 1年半関わることで 「自分の事業を想像・

創造」する段階に到達し，地域おこし協力隊の最大任期とされている 3年目は， 1年間自身の事

業を展開するこ とで，起業，いわば独立できるビジネスモデルの構築に至るプロセスを示してい

る。そして，任期満了までの期間中に，独立可能な最低限の収入を得るためのファン（リピーター

及び紹介者）が獲得できている状態を理想的なモデルとして位置付けている。

また， 1年目の協力隊員の労働時間について， 9:1を目安とする）レールを暫定的に設けている。

これは，プロジェクトにかける時間と，自分のスキルアップ等のために使える時間の比率を表 し

ている。

プロジェクト推進
ピジネスモデル構築

゜
既存の事●

・半年

゜
専門蒙のリアルな知識
起業のための伴走支援

既存の事業 自分の事業
1年半 1年

゜自分の事業を
想像・創造

起業

図3協力隊員による事業構想の ロードマ ップ

（出所 Good Movement (2024)より 引用）
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水市例におし,-c！門徴的てある＆＇）が｀霜任後最初期 0)フT -スに明示されてしヽる専l"J家による文

拉てある。 1召｝］隊員と協史する専門家の墨を表 2に／」、］□
寺門家を；•印廿するスキームとして，し叶すれも総務省による「地域；舌性化起化人＿と―地域）］剖

辿アトバイザー＿ J）制度を利用してしヽる「―地域活什化起生人」は．「地）］公几叫体か，＝大都巾

国に所(|ずる企業計の符目を・、疋町閲受け入れ，そり） ／ウハウや）、廿見を活かしなから地域i虫自の

魅）］や伯仙の向口］につなかる兜務にi足屯してもらし＼地域活性化をIXI忍取組＿ （総務省， 202l) 

てある 人材U)椋｛動に係る経費は日が闘別父付税枯憤を行う~，もう一））0. 「地域力剖込アドハイ

サー」は．「地域仙自の魅力や（1lliil自の向卜に取り糾むことて，地域力を閲めようとする lli川村か，

地域活性化の収糾に関する知見やJウハウを有する外部専門家を1召へいし｀指導・助口を受けな

から取糾を行う場企の外叫専l''J家に関する佑汲提供及び栢へし』に必閲な経酋について総朔省が、文

履（総務省，更祈仔イ、明）する制度てある。これらの既仔胞似の活1-HIt, rrcatc rompanyの差

亥であったっ

表 2協力隊員と協業する専門家の一覧

位憚付i] 作業各・侶人名 概要

公認会；；t＋か在十合『るf咄I！十中店所であり、人的

クスギー11、↓＼公杜 資源に特化したコンサ）レ了ィング会［上庄合訂修

可をiHヽlt,

砕齊戦H各の構染からフランティング．広言~テサ

株式公仕ドLしES(~)いA イン；1llJ作を1」:1プ）ンfa）ンクテサイン会礼 フ

ランティングプロン上クトヘアトハイ人を主伽

6次辛恥化し柘， E(‘!！及売つンサル，）翌業を活用し

株式会ft茫業企11111 tこn/t修をi要中業と る企業茫業支I愛プロシ了

地域訴性化起生J、
クトヘアトハイスを主り也

株八会仕 ll o Flmlll9hng 
款在J寸）阿品閏応，技術指導を＋斐事業どナる（ド孔

器業支柘プロシ ~T クトヘアトハイスをよ棚

イヘントの企画・立案から尖施運営までをトータ

株八公仕エスビー・リンク東忠 ルサボートナるイベン）、ブロモーン "1ン公礼。 イ

ヘントプロジュクトヘアトハイ人を‘其棚

•般吐W i去）、、
令ITにテレヒマン•四芦マンか圧まり局i)枠を超

えて）レヒ2)1丘性（じに取り祖む一般仕団法）、し よ
,lg米J)プレビを号える公

＜眠4Lる町構也のフランディング可を主嵐

地域））創店
fヘン）、， ホーームペー—，、市l|『I, 両品門充など， f 

鯰1ヽ 若子氏 サインを庫』とした介訓プロテュースをi」う 令プ
アト、，、イサー

ロン丁クトの占lj{,I物の;j,lj竹・ア）ヽ←，、イス叶を主Ij也。

（出所 （：り）（IMぃImm(‘nt(2()24), t品力隊員の写隼説明会資料を参考に竿者作成）

汗 I)2021年ぅ月木間見、C

本市例において宮）J隊日と虚業する専門家として，協）J|泳日J)里白h）［修を担うコンサルティン

グ会社てあるタスキー株式会叶（以下―タスキー＿とする） 0）1王か，各プロジェクトの事業化に

必要な専門知識・実緒を持つ実務家によって構成されている。特にタスキーは，チームプロジェ

クトに取り組む観点から，チームとしての協力隊貝． createcompany間の関係性を取り扱う研修

をも実施している。具体的には，アンコンシャスバイアス（無意識の思い込み，偏見）やアサー

ティブコミュニケーション（自分の意見を飲み込むことで我慢をしたり，一方的に自分の主張を

押し通したりせずに，相手を尊重しながら自分の気持ちを伝えるコミュニケーション）等のコミュ

ニケーション研修に加え，起業マインドや思考法，ビジネスモデルの理解，チームビルディング

等の，多様なテーマの研修である。

create companyが外部の専門家を活用した理由の一つは，自社の人的リソースが乏しく，自社

で担うべき協力隊員のマネジメントと，事業推進に向けた専門的なアドバイスを切り分ける必要

があったためである。また，社長がこれまで取り組んできた人材教育事業の経験から，協力隊員

の自立を促す関わり（マネジメント）と，ある意味では正解と捉えられてしまうような専門的な
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知識を伝達する関わり（アドバイス）は制薗が生じる可能性があり，単一の主体が双方の役割を

兼務する難しさへの懸念も背景にあった。

create companyでは協力隊員が独立するという目標に対して， GoodMovement全体と各プロ

ジェクトに本質的に必要と考えられる機能から具体的な専門家像を検討した。専門家は create

companyがそれまでに直接面識があった人材のほか，人的ネットワークを駆使して候補となる人

材と繋がりを作っていった。そして，協業の実現においては， GoodMovementの理念やビジョ

ン(「2030年，東北に社会起業家 100人のプラットフォームを作る」こと）を専門家に伝えるこ

とで，社会的意義への賛同を得るとともに，協力隊員の在任時から任期満了後も含めた継続的な

支援についても 了承が得られている。

さらに， createcompanyのメンバーは，専門家と協力隊員との意識合わせにも関わっている 。

専門家は自身の専門分野において専門知識・ノウハウを有している一方で，協力隊員は経験の浅

さもあり，専門家と比較すると専門知識・ノウハウは乏 しく，情報の非対称性によって共通誇識

づくりがうまく 進まない場合 もある。そのため， createcompanyのメンバーはミーティングに同

席し双方の認識合わせを促すような，仲介的・翻訳的な役割をも担っている。

最後に協力隊員と地域住民との関わりについて述べる。協力隊員が居住している地区の区長等

とはつながりができ始めており，草刈り等の地域活動に協力隊員も参加している。加えて，地区

のイベントを通じて地域住民との協力体制が構築されつつある。プロジェクトを通じた本格的な

協働・ 共創に向け，素地づくりのフ ェーズにあるといえよう 。

小括

以下では，小括として，アントレプレナーの構成要素（新藤， 2015)を援用して体制の考察を

行ったのち，各アクター間関係や P2Mの枠組みから捉えられる特徴と，今後の課題について述

べる。

1.アントレプレナーシップの構成要素からの考察

図4はアントレプレナーシップ（起業家精神）の構成要素である。アントレプレナーシップは

以下の 4点で構成される。それは「アントレプレナー（経営チーム含む）」「起業機会」 「経営資

源」「事業コンセプト」であり，各要素は相互に影響 しあっている。協力隊員を将来のアントレプ

レナーとして見立てた上でこの図式を本事例に当てはめると，体制における特徴が以下のとおり

整理できよう 。

g
a
 

匹

m

アントレ
ブレナー

（経営チーム含む）

図 4アントレプレナーシップの構成要素

（出所新藤 (2015)を元に一部改変）

まず， 「createcompanyというリソース」によって事前に定められた 「事業コンセプト 」に基

づくプロジェクト設計である。事業構想に必ずしも熟達していない応募者が想定されていたこと

066 
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は先辿りとおりてある そり）ことを理d:Jとして協刀 1泳日り）努集り）削段から． フロジてクトにおし」

て石川する地域資団のほか， ，J疋の枠紺なや条件か開小されてし；ることか特徴として挙けられる．

そしてプロシ上クトの蒼想や構想におしパては，起業を経験している l11J吐のメンバーの欠n見や賢快

によるところが大きし、一

次し 9で．］各フロジェクト門のチームメンバーとしらうリソースーか「経1'『チームとしてのアント

レプレナーーヘの允展 lIl能性を行している点てある。このことにより，プロシ上クト則聞を追 L'.

て将米り）経営チームとなり得るメンバーとJ)関係I牛0憫英がなされるといえる こ(J),1以は．「介染

家チームー｛こ展閲ずる可能付を打して 1,,る。「企業家チームーとは， 9均魯に財政的利益を得るヒ

シネ人を川叫で設立した 9人以上J)個人であり，市場に商品やサービ人を捉（］［する前のプレス

ター］、アソフ(J)段附におけるチームーを指す (Kammel al, mu()入さらに． Zacharalu~ (2UU8) 

によれは，チームによる起業のJ旦合，スキル・セソトか允尖ずる． ｛ノベーションの行E)]が閲ま

る、 より多くり）仕公IIりな文援か受けられるとしており、成功の確率がりまろことが述べられてい

る。

さらに，］専門家，ぐr0at0companyと＼，；うリソース」による協力隊員への伯濯・知識・ノウハ

ウの伝追と，それによる―アントレプレナーとしての字習か争けられる。このことにより徐々

に閲力隊目ビ身り）力付けがなされ．同；；り）ロードマップ内て示されてし，るような―フロシ＼9,:_ クト

の柑進ーや「ヒシネスモデルの構染ーをよ現ずるスキル・素喪の低得か見込める什祖みとなって

いる，

また． （＇n,al e corn pan)がいする肯Iー；「とし；うリソース」が惰力隊目にシ,:_―,9’ されてし 9ることて

―起茉椴会ーに対してI1［影う門を与えていろといえ上う C とりわけ事務1叶や山仙戸］の比較闘日」{11りな資

産の影菩度は大ぎい。

贔後に．上記JJリソースを総臼的に泊用しつつ．協力 1涼日し：）贔長の（千期てある：｝江 l~I はビシネ

ス毛デルの憐賽に時間か允てられることて，「起茫桟会」の向卜につなかり得る・、九述した1心募吝

の特性を晶みても．独立 Irj・能な最低限の収人を付ろ九図） VT)ファン（リヒーター及び紺介者）の役

得0)準俯期閲か罰侃てきることは協力隊目のビ古を各える Iても屯刃な事柄てあるっ

以卜を踏まえると，（；oodl¥lovcmcntの休制山ての特徴は， rrcnt0rompnnrをコアとする各肛

J)リゾ一人・ネットワークが宮）」隊員に向けて投けかげられており，そ U)ことは協）J|淑日J.)アン

トレフレナーシソプの醸成に対して合I早的な（1：帝甘ッタになってし 9るとし；えようつ

2．各アクター閲関係に対する考察

本項ては、事染を所管する利府町役場，憂］［事よ打てある rreale(9(lmpan,¥.t肛力隊尺協力隊

と1窃茫すろ寺，門家とし、った各アククー間の開係を閲材に考寮を打う。

ま土地域おこし宮）」隊はa沿体がド斤菅する古呆てあり｀個刈J）プロジェクトを紅白した企（本

はrreatecompanyかマネシメントしてし；る，，両召ば疋町的なミーテ 1ンクJ)楓会を門っており，

自冶仕J)己図・趣旨竹Ii:erぃat0cornpm1yを介して但接的・閏妾的に協））隊員にも伝えられてし；

る。ーカで，各協力隊員の活動やフロシェクトの進抄報告は createcompanyから自治体に報告

されるとともに，節目での各プロジェクトの報告にあたっては createcompanyも同席しつつ，

協力隊員から自治体の上層部等に直接プレゼンテーションがなされている。

さらに，専門家と協力隊員との協働にあたっては， createcompanyが関与しており，先述のと

おり双方の誇識合わせを促す，仲介的・翻訳的な役割を果たしている。

一方で， createcompanyと協力隊員及び協力隊員間の関係性の構築については，第三者的にタ

スキーの力を借りる形で，集合研修等で学習機会を設けている。

このように， createcompanyは，自治体と協力隊員間，専門家と協力隊員間を仲立ちし，各種

の調整やコミュニケーションの仲介を行なっている。一方， createcompanyと協力隊員間，協力

隊員と協力隊員間については，集合研修という形でタスキーが関係性のケアやメンテナンスにあ

たっていると整理できよう。

以上を踏まえて， GoodMovementにおける各アクター間の関係性の模式図を図 5に示す。
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利府町役場

,create com 
v ↓ 

R 
RR  

R 
RR  

プロジェクト プロジェクト

意識合わせ・情報共有

図5Good Movementにおける各アクター間の関係性の模式図

（出所笙者作成）

なお，同様に人的支援施策のマネジメントの仕組み内部に関係者間の調整等を担う役割が位置

付けられている事例として，岩手県釜石市における復興支援員の事例（中沢， 2023)が挙げられ

る。 GoodMovementと釜石での事例に共通する事柄として，立場の異なる事業関係者間の仲介・

調整的機能を有していることと，その機能が制度的に位置付けられていること，換言すれば，制

度内での正統性を有している点を見出せよう 。

上記の一方でこれら事業関係者間の仲介や調整にあたっては，高度な知識・経験・スキルが求

められる（中沢， 2023)。そして協力隊員の事業構想プロセスヘの関与を想定すればビジネス経

験は必須であり，本事例のように専門性を有するコンサルティング会社や起業経験者，個人事業

主経験者が適任であるといえよう。他方，新たに他地区で同様の体制を構築する際に は， これら

の貴重な人材の確保・育成のあり方には一考を要する 。

3. P2Mの枠組みから捉えられる体制面の特徴

次いで，先述した P2Mの枠組みを用いれば，協力隊員が担当する各プロジェクトは P2Mにお

ける「プロジェクト」に，全体を総合する GoodMovementとしてのユニットは P2Mにおける

「プログラム」にあてはめることができよう。協力隊員は，設定された各プロジェクトの目標の達

成に向けて事業のマネジメントスキルを習得しつつ， createcompanyがそれらを総合した Good

Movement全体のマネジメントを担う。さらにプログラム側では，各プロジェクトを主導する協

力隊員のほか，自治体，専門家，タスキーといった多様な関係者による協働を果たすプラット

フォーム・マネジメント（吉田・山本， 2014)の機能を果たしている点も特徴として挙げられる。

このこと は，プロジェクト間の有機的な連携 ・相乗効果の韮盤を形成し，地域おこし協力隊の事

業名に含まれている，「隊」（複数名の集合）による成果の創出に寄与すると考えられる。

4. 今後の課題

Good Movementの開始から半年余りという時間軸を鑑みても，地域との関係性は素地づくり

の段階にあり， より綿密な協働や共創には余地を残しているのが実情である。本事業の発端とし

て利府町長が抱いていた，「町民が主体となる活動の機運醸成とそこに対する町民と自治体との

つなぎ役の必要性」という課題感との接続は勿論のこと，先述した桑本 (2022)でも指摘されて

いるように良好な事業パフォーマンスヘの影響という観点からも地域住民や既存事業者 とのネッ

トワークの構築や関係性の深化には今後期待がもたれるところである。

ただし，前掲の筒井 ・嵩・佐久間 (2014)においても移住者の起業をめぐっては，移住者側の
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訂し，し」ことに桃戦したいとし‘；うい己実叫＿とし』う捉之）」と．地域側(})!移什者りい己実叫による

起業か地域つくり戦1t1十て｛｝置付けられていなし，」と 1ヽ ，う捉え方の閣閣か』既に課閉として桁脳され

てし；る。今後は．現在進めてし）る関係性の索地をベースに．且迫迎鮒の形成や成功体検をともに

栢み弔ね．t茄））隊日(})活動を地域側(})戦略に（灯廿付ける等(})丁，大が必北になろう C

おわりに

木稿ては'『';城県利li戸l地域おこし鳩力隊によるパ00(IMovement」 0)尖践巾例を題材として，

協））隊員□身の事よ溝忠プロセスの丈叫化に 1可けた体制につし` ，て幸Ii]を打った 2 その特徴として、

create co111panyから協力隊日に対するリソース・ネノトワークJ)投けかけと． crealecompany 

とタスキーを中心とずる各アクター間の仲介・凋整的な枷ろ辿いか確閃されたこ

体制や辿営の仕組みにつし；ては叫在も1莫索・試行錯誤の段隋ではある C よた` 壬デルJ)合埋性

は一定院認，てきなからも．実際に協力翡（日が見！疋してし」るロートマッフや古茉情'.l:t_！フロセスを実

現てきるかは今後検証すへき課凹てある c
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